[bookmark: _Hlk222405554]年　月  日 

令和８年度地域型食品企業等連携促進事業実施計画書 （要望調査用）
（新商品等開発・販路開拓事業）
 
所 在 地　　
団 体 名
（組織名、会社名など）
代表者氏名　
担当者名
連絡先　TEL
　　　　E-mail

１ 想定する新たな食品ビジネスの概要 
（1） 活用する農林水産物

 
 
 
（2） 新商品・新メニュー・新サービス等の概要
	新商品等名 
	概要 

	 
	※事業の内容、新商品等の内容、ターゲットとする顧客・市場、市場・顧客ニーズ、新規性・独自性・ノウハウ、市場・顧客規模と市場特性、競合状況と競争力、マーケティング、考えられるリスク等を記載する。 



（3） 新商品・新メニュー・新サービス等の開発や販路開拓に取り組む目的
[bookmark: _Hlk222469027][bookmark: _Hlk222469016]
 
 
 
（4） 事業の効果 
※事業の実施により、事業の目的の実現にどのような効果があるのか記載すること。 
 
 
 

２ 事業実施主体等 
（１）事業実施主体及び事業を連携して実施する事業者 
	 
	名称 
	所在地 
	代表者名 
	業種 
	事業上の役割 

	① 
	 
	 
	 
	 
	 

	② 
	 
	 
	 
	 
	 

	③ 
	 
	 
	 
	 
	 

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


   　　注１：三重県地域コンソーシアムの参画者である地域の食品等事業者と農林漁業者又は農林漁業者の組織する団体を必須として、食料システムの各段階のそれぞれ異なる１者以上を含む計３者以上が連携して事業に取り組むこと。 
注２：事業実施主体（食品等事業者）を①に記載し、事業を連携して実施する事業者を②以降に記載すること。欄が不足する場合は適宜、番号を付して欄を設けること。 
 
（2） 事業の実施に当たっての連携協力者 
	名称 
	所在地 
	代表者名 
	業種 
	事業上の役割 

	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 
	 
	 


  注：事業の実施にあたり連携協力する事業者や関係者を記載する。特に、イノベーションの創発、バリューチェーンやサプライチェーンの構築にあたり、連携協力する者があれば記載すること。 
 
３ 想定される売上
	売上目標 
	事業実施前年度
（ 年） 
	事業実施年度
（ 年） 
	第２年度（ 年） 

	※本事業において創出するビジネス（新商品・サービス）等の売上目標を設定すること（目標は複数設定可能）。 
 
 
 
 
	 
 
	 
 
	 
 

	
	第３年度（ 年） 
	第４年度（ 年） 
	目標年度（ 年） 

	
	 
	 
	 


注：事業期間（３年から５年）の最終年度を目標年度とし、目標年度までの間の定量的な数値目標を記載すること。また、目標年度には目標年度と記載すること。 

４　消費者ニーズをサプライチェーンの各段階で共有し、商品やその原材料である農林水産物の品質向上等につなげる仕組みの内容 
	 
 
 


５　新商品等開発・販路開拓事業の取組内容
 ア 新商品等開発の実施 
（1） 試作品の製造


（2） 成分分析の実施


（3） 試作品の製造に関するリース、レンタル機器等


イ 販路開拓の実施 
（1） 消費者評価会の実施 
	実施時期 
	実施内容 
	実施場所 
	対象者 
	試供品の作成・提供数 

	 
 
	 
	 
	 
	 


 
（2） 試験販売等の実施 
	実施時期 
	開催場所 
	開催内容 
	来場対象者 
	試供品の作成・提供数 

	 
 
	 
 
	 
 
	 
 
	 
 


 
（3） 商談会等への出展 
	実施時期 
	開催場所 
	開催内容 
	来場対象者 
	試供品の作成・提供数 

	 
 
	 
 
	 
 
	 
 
	 
 


 
（4） 売上計画の概要 
	新商品等名 
	事業実施年度 
（ 年） 
	第２年度（ 年） 
	第３年度（ 年） 
	第４年度（ 年） 
	第５年度（ 年） 
	目標年度/ 第２年度 

	 
	      
	 
 
	 
 
	 
 
	 
 
	%  

	計 
	 
	 
	 
	 
	 
	 


 
5 持続的な食料システムの確立に向けた取組を促進する計画制度との関連性 
安定取引関係確立事業活動計画等の認定を受ける意思を有しているか（該当する場合はチェックすること）。 
	 


該当する 
 




6 事業費積算書 

	区分 
	員数 
	単価 
	金額 
	備考（員数等の根拠等） 

	 
	 
	円 
	円 
	 

	新商品等企画・実証・開発費 
	 
	 
	 
	 

	消費者評価会実施費 
	 
	 
	 
	 

	販売促進展開費 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 
	 
	 

	合計 
	 
	 

	交付金額 
	 
	 


   注１：備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。 
   注２：人件費を計上する場合は、「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」
（平成22年９月27日付け22経第960号大臣官房経理課長通知）に基づき、算定すること。 

